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【研究要旨】 

 本研究では、視機能全般について、医学的に合理的な説明が可能で、当事者の生活上の困

難度とも乖離のない客観的で新しい認定基準の検討のための情報を整理することを目的とし

て、以下の３つのテーマで研究を実施してきた。テーマ１．海外の視覚障害に対する福祉制

度の調査、テーマ２．Functional Vision Score(FVS)に関する国内・海外の文献調査、テー

マ３．種々の原因による視機能障害者における ADLの検討。さらに、テーマ３から附随的に

テーマ４として、片眼失明者を対象にアンケート調査を行うにあたり、本邦における片眼失

明者数の実態調査の必要性が認識されて、パイロット調査を実施した。そして本年度に得ら

れた成果は、テーマ１では再度調査したものの変わりなく、本邦と同様の形式をとっている

のは韓国のみで、調べた限りの他国では同様の形式は無かった。テーマ２でも再調査した

が、FVSは、①視機能を 1つのスコアに数値化することが可能で、②信頼性が高く、③視覚関

連 QOLとの関連が高く、④患者や家族、関係者など医療関係者以外の人に理解しやすいなど

利点があり、また FVSの研究は近年多くの施設で実施されており一般化しつつある傾向が認

められた。テーマ３では、ロービジョン者用日常生活活動評価尺度を、視覚障害 ADL調査と

して the low-vision-specific function and activities of daily living measure (LVFAM)

を利用し多施設共同研究としての「視覚障害 ADL調査」を実施した。視覚障害６級相当の 15

名を対照とすると、片眼失明群 15例、眼瞼痙攣群 15名ともに、視覚 ADLは、片眼失明群で

は良好で、眼瞼痙攣群では不良であった。テーマ４では、単施設で後ろ向き調査したとこ

ろ、令和元年下半期に千葉大学医学部附属病院の眼科外来を受診した患者中、片眼失明症例

の定義に該当する患者は 10名であった。限られた情報ではあるものの、片眼失明症例は決し

て少なくないと推察された。 
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Ａ．研究目的 

身体障害者福祉法における視覚障害認定は、視

力及び視野の状態で 1 級から 6 級の基準が定めら

れている。身体障害の等級認定については、日常生

活の困難度との関連が合理的であることが求めら

れるが、以前の認定基準は、両眼の視力の和により

等級が定められるなど、実際の困難度と乖離する

部分があった。このため視覚障害の認定基準に関

する検討会が設置され、日本眼科学会および日本

眼科医会でとりまとめられた「視覚障害認定基準

の改定に関するとりまとめ報告書」の方向性に基

づいて新たな基準の検討がされた。そして良い方

の眼の視力を基準とした等級認定基準に変更され、

視野については中心視野のみの障害の評価などに

ついて変更された。 

しかし日常生活の困難さの感覚と等級基準との

関連について、理解が得にくい部分があり、米国で

使用されている FVS の使用を検討すべきではない

かとの議論があった。また、片眼失明や眼瞼痙攣は

現基準では障害認定されないが、このような患者

における認定の是非についても検討すべきとされ

た。 

このため本研究では、視機能全般について医学

的に合理的な説明が可能で、当事者の生活上の困

難度とも乖離のない客観的な新しい認定基準の検

討のための基礎資料を作成することを目的として、

３つのテーマで研究を実施した。テーマ１は海外

の視覚障害に対する福祉制度の調査で、テーマ

２は Functional Vision Score (FVS)に関する

国内・海外の文献調査、テーマ３は種々の原因に

よる視機能障害者におけるADLの検討であるが、

テーマ３で対象疾患となった片眼症例では疫学

調査をすべきとの追加意見があり、テーマ４と

して片眼症例疫学調査を実施した。 

 

 

Ｂ．研究方法 

テーマ１および２ 

 初年度で研究は概ね終了していたものの、初

年度と同じ方法で追加調査した。 

 

テーマ３ 

 視覚ADL調査として東北大学の鈴鴨らが開発

したthe low-vision-specific function and a

ctivities of daily living measure (LVFAM)

を用いて、千葉大学、昭和大学、井上眼科病院、

おおあみ眼科の４施設で、片眼失明患者、眼瞼痙

攣患者および6級相当の視覚障害を有する患者

を対象に、アンケート調査を実施した。 

 

（倫理面への配慮） 

 アンケート項目による心的ストレスならびに

個人情報保護を論点にした倫理審査を参加する

全施設で施行した。 

 

テーマ４ 

 千葉大学医学部附属病院の眼科外来を、令和

１年７～１２月の 6 カ月間に受診した患者中、

片眼症例の定義に該当する症例を後ろ向きに調

査した。 

 

Ｃ．研究結果 

 班会議は、新型コロナウイルス対策下で、今年

度１回目の４月の会はメール審議で、２回目の

９月の会はウエブで開催し、進捗状況確認と研

究の進め方について協議した。 

 テーマ１の「海外の視覚障害に対する福祉制

度の調査」ならびにテーマ２の「Functional Vi

sion Score (FVS)に関する国内・海外の文献調

査」に関しては初年度で終了してはいるものの、

あらためて初年度と同じ方法で追加調査したと

ころ、結果は同様であった。 
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 テーマ３の「視覚ADL調査」については、新型

コロナウイルス感染拡大の影響で進捗が著しく

遅れたが、４施設目として急遽クリニック（おお

あみ眼科）を参加させてことで、一気に進み、組

入れ満了した。その結果として、片眼失明群15例

または眼瞼痙攣群15例におけるLVFAM（視覚ADL）

は、対照群である視覚障害６級相当患者15例と

比較し、片眼失明群では良好で、一方の眼瞼痙攣

群では対照群と同様不良であった。 

 テーマ４の片眼疫学調査としては、これも新

型コロナウイルスの影響で前向き調査が行き詰

まったため、千葉大学医学部附属病院単施設の

後ろ向き調査に変更し、半年間では10例が該当

した。 

 

Ｄ．考察 

テーマ１と２に関しては、初年度の報告と同

様である。 

テーマ３として、LVFAMを用いて今回初めて視

覚ADLを調査したことは、眼科の研究上意義のあ

ることと思われた。その結果、片眼失明症例の視

覚ADLは比較的良好で、一方眼瞼痙攣の視覚ADL

は、視覚障害６級相当の対照群と同程度で不良

であったが、眼瞼痙攣の重症度も関与すると思

われた。  

テーマ４の片眼の疫学調査としては単施設の

結果であるものの、半年間で10例の新患症例が

あり予想を上回るものであった。このため本邦

全体としては、決して少なくない症例数になる

と思われる。今後は、多施設共同研究として大規

模調査を実施したり、健診データなど既存の情

報を活用すべきと思われる。 

いずれにせよ、新型コロナウイルスの感染拡

大により調査の中断を余儀なくされたものの、

昭和大学、井上眼科病院の協力と、外部委託CRO

機関の対応で、視覚ADL調査を完遂できたことは

誇らしいと思われた。 

 

Ｅ．結論 

各テーマとして、１の「海外の状況」、２の「F

VSの動向」、３の「片眼症例と眼瞼痙攣症例にお

ける視覚ADL調査」ならびに３から附随した４の

「片眼疫学調査」は、予定通り終了した。それぞ

れには課題があるものの、本事業で得られた成

果は、今後の視覚障害者医療福祉政策に利用す

るべきと思われた。 

 

Ｆ．健康危険情報 

 なし 

 

Ｇ．研究発表 

 なし 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況（予定を含む。） 

1. 特許取得 

 なし 

2. 実用新案登録 

 なし 

3.その他 

なし 

 

 

 

 

 

 

 


